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要旨：反応性鉱物として隠微晶質・微晶質石英を含む骨材は反応速度が遅く，化学法やモルタルバー法では

反応性を検出できない可能性がある。欧米においては，このような遅延膨張性のアルカリシリカ反応(以下，

ASR とする)について検討した事例は多いが，国内における堆積岩系骨材の ASR 反応性検出法について検討

した事例は少ない。本研究では，反応性鉱物として隠微晶質石英を含む泥質片岩に対して各種反応性試験を

行い，堆積岩系骨材の ASR 反応性試験法について検討した。その結果，反応性鉱物として隠微晶質石英を含

む泥質片岩に対しては ASTM C 1260 による試験が有効であることを示した。 
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1. はじめに 

アルカリシリカ反応（ASR）が我が国で報告されて以

降，ASR 対策に関して様々な検討がなされてきている。

1986 年には，旧建設省が ASR 抑制対策について，(1)コ

ンクリート中のアルカリ総量を 3kg/m3 以下にする，(2)

抑制効果のある混和材の使用，(3)無害な骨材の使用，の

3 つの対策を示している。この抑制対策が講じられて以

降，ASR により劣化した構造物は減少しており，上記の

抑制対策は，非常に有効であると考えられる。 

これまで我が国において ASR による劣化を生じた構

造物の事例は，安山岩等の火山岩に起因する急速膨張性

のものが多く報告されている。これらの火山岩系骨材は，

主にクリストバライトやトリディマイト，火山ガラスを

反応性鉱物として含み，そのほとんどは，ペシマムやセ

メント以外からのアルカリ供給を除けば，化学法やモル

タルバー法により反応性を検出可能であることが知られ

ている 1)。 

一方，近年では我が国においても遅延膨張性の ASR に

よる劣化事例が報告されている 2)，3)。先カンブリア紀も

しくは，古生代の堆積岩(グレイワッケ，シルト岩，粘土

岩，不純物を含む石灰岩)，火成岩(失透した流紋岩)，変

成岩(粘板岩，千枚岩，メタコーツァイト，ひずんだ片麻

岩，マイロナイト)は，主に隠微晶質～潜晶質石英に起因

する遅延膨張性の ASR を生じることが知られている 1)。 

 海外では，遅延膨張性の ASR に対する報告は多く，

Katayama et al.は，隠微晶質石英を含む堆積岩系骨材を粗

骨材として用いた構造物について調査を行っており，湿

潤環境であれば，セメントのアルカリ量が 0.82～0.84%

程度で遅延膨張性の ASR を生じる可能性があることを

示した 2)。また，Hooton の研究成果によると，アルカリ

総量が 1.9kg/m3 であっても遅延膨張性の ASR を生じる

ことが報告されている 4)。 

また，隠微晶質石英を含む遅延膨張性骨材について，

ASTM C 289(化学法)や ASTM C 227 (モルタルバー法)

では反応性を適切に評価できず，南アフリカの National 

Building Research Instituteによる80℃の1mol/l NaOH水溶

液に浸漬する試験が有効とされ，後に ASTM C 1260 とし

て規格化されている。 

一方，国内においては遅延膨張性骨材の反応性の検出

法についてさほど検討されていないのが現状である。特

に，実際に ASR 劣化を生じた構造物の劣化状況と ASR

反応性試験の結果との相関について調査を行った事例は

ほとんどない。よって，現行の JIS 規格の試験法や海外

において提案されている各種試験法の適合性を我が国の

遅延膨張性骨材で検証することは非常に有意義であると

考えられる。 

 そこで，本研究では隠微晶質石英を含む泥質片岩によ

り ASR を生じ劣化した国内の構造物を対象とし，劣化調

査を行った。その上で，反応性骨材である泥質片岩と岩

石学的に同型の砕石を対象構造物付近の砕石所より入手

し(以下，入手骨材とする)，現行の試験法である化学法，

モルタルバー法に加えて，ASTM C 1260(以下，ASTM 法

とする)および50℃の飽和NaCl溶液にモルタルを浸漬す

るデンマーク法 5)を行うことで，遅延膨張性骨材の ASR

反応性検出法に関して検証を行った。 
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2. 隠微晶質石英による ASR で劣化した構造物の調査 

2.1 構造物の概要 

 図－１に劣化した構造物の外観を示す。この構造物は，

全体に亀甲状のひび割れが発生しており，ひび割れ最大

幅は 10mm 以上であった。また，図－２に構造物コアの

切断面を示す。コアの肉眼観察を行ったところ，粗骨材

の周辺に ASR ゲルと思われる白色の滲出物が観察され

た。また，貝殻が認められたことから，細骨材は海砂あ

るいは海底に堆積した陸源砕屑物を起源とする山砂など

から生産されたものであると考えられる。なお，コンク

リートコアを粉砕し，塩化物イオン量を JIS A 1154 によ

り測定したところ，およそ 0.6kg/m3であった。 

2.2 偏光顕微鏡観察による反応性鉱物の同定 

 対象構造物より採取したコンクリートコアより，20×

30mm，厚さ 20µm 程度の研磨薄片を作製し，偏光顕微鏡

を用いて，反応骨材および反応性鉱物の同定を行った。

図－３に偏光顕微鏡下における粗骨材－セメントペース

ト界面の写真を示す。粗骨材である泥質片岩内部からモ

ルタル部へとひび割れが発生しており，ひび割れが ASR

ゲルにより充填されている状況が観察された。なお，細

骨材の反応の形跡は確認できなかった。 

また，図中四角で示す部分を拡大した写真を図－４に

示す。ゲル脈の周辺には，隠微晶質石英が石英，曹長石，

白雲母などの粒間を埋めるように存在していることが確

認された。以上の観察結果から，コンクリートに使用さ

れた泥質片岩中の隠微晶質石英が ASR を生じたものと

推測された。なお，泥質片岩は変成岩であるが，堆積岩

である泥岩などの堆積岩を原岩としているため，ここで

は堆積岩系骨材と記す。 

2.3 アルカリ総量の推定 

構造物表面からはアルカリが溶脱し，測定されるアル

カリ量が建設時のアルカリ総量の値よりも小さくなるこ

とが懸念される。そこで，構造物よりコアを採取し，表

層からの距離が 150mm の部位を粉砕し，「建設省総合技

術開発プロジェクト コンクリートの耐久性向上技術の

開発」(総プロ法)を参考にアルカリ総量を測定した。こ

こで，総プロ法における抽出溶媒(40℃温水)との比較と

して，抽出溶媒を 40℃の 1N HNO3とした場合のアルカ

リ量についても測定した。なお，試験値は 2 試料の平均

値である。 

図－５にアルカリ量推定の結果を示す。温水によって

抽出できたアルカリ量はおよそ 1.5kg/m3であった。ここ

で，総プロ法におけるナトリウムの回収率は 60%，カリ

ウムの回収率は 80％とされていることから，得られたア

ルカリ量を補正すると，およそ 2.2kg/m3 となる。また，

硝酸により抽出したアルカリ量は 3.0kg/m3程度であった。

硝酸によりほぼ全てのアルカリが抽出できると考えられ

   
図－１ 構造物の劣化状況 

 

   
図－２ コンクリートコアの切断面 
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  図－３ 構造物の粗骨材－ペースト界面 
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図－４ 隠微晶質石英の偏光顕微鏡写真 

（直交ポーラー Ab：曹長石，Qtz：石英，Ms：白雲母） 
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ることから 6)，対象構造物のアルカリ総量は現行のアル

カリ総量規制値と同程度であると推察された。 

2.4 残存膨脹量の測定 

 構造物コアを 80℃の 1N NaOH に浸漬し，ASTM 法に

よる残存膨張量の測定を行った。なお，コア径が大きい

場合には内部にアルカリが浸透しにくく，残存膨張量を

過小評価してしまう可能性があるため，本実験ではコア

径は 50mm とし，基長は 50mm とした。 

 図－６に残存膨張量の経時変化を示す。試験結果は 2

体の供試体の平均膨張率とした。ASTM 法では，図に示

すように，促進期間 14 日における膨張率が 0.1%以下な

らば「無害」，0.1～0.2%ならば「不明」，0.2%以上ならば

「有害」と判定するが，Katayama et al.2)は，遅延膨張性

の ASR に関しては，判定基準を 21 日で 0.1%にする必要

があることを提案している。本実験においては，促進期

間 40 日における膨張率は 0.1%以下であり，膨張も収束

傾向にあることから，現段階において構造物の ASR によ

る膨張は，ほぼ収束しているものと思われる。 

2.5 実構造物に使用した泥質片岩と入手骨材の比較 

 図－７に構造物で使用された泥質片岩の，図－８に入

手骨材の偏光顕微鏡写真を示す。いずれの骨材も，縞状

構造を示し，白雲母，黒雲母，隠微晶質石英，曹長石か

らなる 0.05～0.3mm 程度の薄層と，曹長石，石英からな

る 0.2～0.5mm 程度の薄層が交互に存在し，少量の不透

明鉱物，緑泥石，方解石などを含んでいる泥質片岩であ

ることが明らかとなった。以上より，入手骨材は ASR に

よる劣化を起こした構造物に用いられた泥質片岩と岩石

学的に同じであることが分かった。 

 

3. 各種促進試験における遅延膨張性骨材の反応性 

3.1 化学法による反応性の検出 

 JIS A 1145 に基づき，入手骨材について化学法を行っ

た。なお，試験値は 3 試料の平均値を用いた。図－９に

入手骨材の化学法の試験結果を示す。入手骨材は Sc，Rc

ともに低く，ほぼ判定曲線上にプロットされている。本

実験では，入手骨材は「無害でない」と判定されたが，

化学法は試料のサンプリングや試験方法による結果のば

らつきが大きいこと 7)を考慮すると，この骨材は「無害」

と判定される可能性もある。 

3.2 モルタルバー法による反応性の検出 

JIS A 1146 に準拠し，モルタルバー法を行った。なお，

本実験では ASR を促進させるために，セメントのアルカ

リ量を Na2Oeqで 1.2%，1.8%，2.4%の 3 水準として試験

を行った。なお，供試体は 3 体ずつ作製し，膨張率はそ

の平均値とした。図－10にモルタルバー法の試験結果を

示す。通常のモルタルバー法(セメントのアルカリ量

1.2%)の場合，試験材齢 182 日におけるモルタルの膨張
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図－５ アルカリ総量の推定結果 
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図－７ コンクリート粗骨材の偏光顕微鏡写真 
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図－８ 入手骨材の偏光顕微鏡写真 
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率は，0.03%程度であり，入手骨材は「無害」と判定さ

れた。化学法の試験結果も合わせて考慮すると，実構造

物で ASR 劣化を生じた骨材であっても，遅延膨張性の

ASR を示す骨材については現行の試験法では反応性を

適切に評価できない可能性がある。一方，セメントのア

ルカリ量を 1.8%，2.4%とした場合には試験材齢 182 日で

は約 0.12%となり，膨張も収束していない。このことか

ら，モルタルバー法においてセメントのアルカリ量を増

加させ，空隙水の pH を高めることにより，遅延膨張性

の ASR を検出できる可能性があると言える。 

3.3 ASTM 法による反応性の検出 

 水セメント比(W/C) 50%，砂セメント比(S/C) 2.25，

供試体寸法 40×40×160mm のモルタルを 3 体作製し，

80℃の 1N NaOH に浸漬して，膨張率の経時変化を測定

した。なお，セメントのアルカリ量の調整は行っていな

い。また，ASTM C 1260 の規格では，供試体の寸法は，

1×1×11.25inch であるが，本実験ではモルタルバー法と同

じ寸法とした。 

図－11 に ASTM 法におけるモルタルの膨張率の経時

変化を示す。なお，膨張率は 3 体の供試体の平均値であ

る。促進期間 14 日において膨張率は 0.3%となり，非常

に大きな膨張を示した。また，入手骨材は「有害」と判

定されていることから，ASTM 法により隠微晶質石英を

含む泥質片岩の ASR 反応性を評価することができたと

言える。 

3.4 デンマーク法 5)による反応性の検出 

 水セメント比(W/C)50%，砂セメント比(S/C)2.25，供

試体寸法 40×40×160mm のモルタルを 3 体作製し，50℃

の飽和 NaCl 溶液に浸漬して，膨張率の経時変化を測定

した。なお，セメントのアルカリ量の調整は行っていな

い。デンマーク法では，促進期間 91 日において，膨張率

が 0.1%未満ならば「無害」，0.1～0.4%ならば「不明」，

0.4%以上ならば「有害」と判定する。 

図－12 にデンマーク法におけるモルタルの膨張率の

経時変化を示す。なお，膨張率は 3 体の供試体の平均値

とした。図より，促進期間が 200 日を経過しても膨張は

収束しておらず，長期的に膨張していることが分かる。

しかし，判定基準である 91 日における膨張率は 0.05%で

あり，「無害」と判定された。このことから，デンマーク

法では，遅延膨張性の ASR 反応性を適切に評価すること

が出来ないと考えられる。 

3.5 各種反応性試験結果に対する考察 

促進養生試験の種類により判定結果が異なった理由

として，各養生条件によりモルタルの空隙水中の pH が

異なることが考えられる。ASTM 法におけるモルタルの

空隙水の pH は，ほぼ 14 を保つものと考えられ，モルタ

ルバー法におけるそれよりも非常に高い 8)。また，モル

0

200

400

600

1 10 100 1000

R
c(

m
m

ol
/l)

Sc(mmol/l)

無害でない

無害

Sc=34mmol

Rc=24mmol

 
図－９ 化学法の試験結果 
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図－11 膨張率の経時変化(ASTM 法) 
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タルバー法では供試体からのアルカリ溶脱等の影響によ

り，空隙水の pH は，促進試験早期から低下することが

指摘されている 9)。そのため，セメントのアルカリ量が

1.2%の場合ではモルタルバー法では膨張を示さなかっ

たものの，セメントのアルカリ量を 1.8%以上添加した場

合には空隙水の pH が上昇し，膨張挙動を示したものと

考えられる。また，デンマーク法におけるモルタルの空

隙水の pH はモルタルバー法におけるそれよりも低いた

め，促進材齢 91 日における膨張量は小さく，「無害」と

判定された。しかし，アルカリ溶脱の影響がないため，

長期にわたり膨張が継続したものと考えられる。 

3.6 各種反応性試験の適合性に関する考察 

 遅延膨張性の ASR を示す骨材については ASTM 法に

よる試験が有効であることを示したが，ASTM 法では反

応性を検出できない骨材も存在するため，注意が必要で

ある。本研究で用いた泥質片岩と同じ堆積岩系の骨材に

属する骨材として，例えばチャートがあるが，そのチャ

ートの反応性は，モルタルバー法により検出できるが，

ASTM 法を適用した場合には骨材が溶解し，反応性を過

小評価してしまう可能性が指摘されている 10)。また，実

構造物において，実際には劣化の認められない骨材につ

いても有害と判定してしまう場合があるなど 11)，適切に

反応性を評価することができない骨材も存在するため，

使用骨材の岩石学的特徴を把握した上で試験を行わなけ

ればならないと言える。 

 

4. 結論 

 本研究では，遅延膨張性の ASR により劣化したと考え

られる実構造物の調査ならびに，対象構造物で ASR を生

じた骨材と同型の砕石を用いて，各種アルカリ反応性試

験の適用性を検討した。本研究により得られた知見を以

下に示す。 

(1) 分析を行った構造物は，偏光顕微鏡観察の結果，隠

微晶質石英による ASR で劣化していたことが確認さ

れた。また，アルカリ総量を推定したところ，およ

そ Na2Oeq = 3kg/m3程度であった。 

(2) 隠微晶質石英を含む泥質片岩の ASR 反応性は，国内

における現行の試験法である化学法およびモルタル

バー法では適切に評価することが出来なかった。 

(3) ASTM 法では反応性を検出できたが，JIS モルタルバ

ー法およびデンマーク法では検出することが出来な

かった。これは，各種反応性試験の養生条件における

モルタルの空隙水の pH が異なるためと考えられる。 
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